
（受注者用） 

誓約書 

令和  年  月  日 

宍粟市長 様 

（受注者） 

                   所 在 地 

                   商号又は名称 

                   代 表 者 氏 名              

 

 

 下記１の契約の締結にあたり、宍粟市暴力団排除推進条例（平成 24 年宍粟市条例第４号）

（以下「条例」という。）を遵守し、宍粟市が締結する契約からの暴力団、暴力団員及び暴

力団密接関係者（以下「暴力団等」という。）の排除に協力するため、下記２のとおり誓約

する。 

 なお、発注者が本誓約書写し及び下記２（８）の情報を所轄の警察署長（以下「警察署

長」という。）に提供すること並びに発注者が警察署長に下記２（１）及び同（２）に関し

て意見照会すること並びに警察署長から得た情報を発注者が他の契約において暴力団等を

排除するために利用し、また他の契約担当者に提供することについて同意する。 

 

記 

 

１ 契約件名 公共施設予約システム導入業務 

 

２ 誓約事項 

 （１）受注者は、次のアからウまでに該当しないこと。 

  ア 条例第２条第２号で規定する暴力団 

  イ 条例第２条第３号で規定する暴力団員 

  ウ 条例第２条第４号で規定する暴力団密接関係者 

 （２）この契約に伴う履行の一部について締結する下請契約及び資材又は原材料の購入

契約その他のこの契約履行に伴い締結する契約（以下「下請契約等」という。）を締結

するにあたり、前号のアからウまでに該当する者を契約の受注者としないこと。 

 （３）下請契約等の受注者（一次以下のすべての下請契約等の受注者を含む。以下同じ。） 

が当該者を発注者とする下請契約等を締結するにあたり、第１号のアからウまでに該

当する者を契約の受注者としないよう指導し、二次以下の下請契約等の受注者が暴力



団等であることが判明したときには、その旨を発注者に報告するとともに、当該下請

契約等の発注者に対し、その者を当該下請契約等から排除するよう要請すること。 

 （４）受注者が、前３号のほか本契約に違反したときには、契約の解除、違約金の請求

その他の発注者が行う一切の措置について異義を述べないこと。 

 （５）受注者は、下請契約等の受注者から、本誓約書に準じた発注者に対する誓約書を

各下請契約等の締結後、直ちに提出させて保管し、当該誓約書を本契約書の規定によ

る履行が完了した旨の通知をする時までに提出すること。 

 （６）受注者は、下請契約等の受注者が誓約書を提出していないことが判明した場合に

は、直ちにその提出を求め、下請契約等の受注者が応じないときは、その旨を発注者

に報告すること。 

 （７）発注者が、第５号により下請契約等の受注者から提出させて保管することとした

誓約書を提出するよう求めたときには、直ちに提出すること。 

 （８）発注者が、受注者又は下請契約等の受注者が暴力団等に該当するのかを確認する

ために、その役員等（発注者又は下請契約等の受注者が、個人である場合にはその者

を、法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の

代表者をいう。以下同じ。）についての名簿その他の情報提供を求めた場合には、受注

者はその役員等の承諾を得て速やかに必要な情報を発注者に提出すること。 

 （９）受注者は、本契約の履行に伴い、暴力団員等から業務の妨害その他の不当な手段

による要求（以下「不当介入」という。）を受けたときは、発注者に報告し、又は、警

察に届け出て、捜査上必要な協力を行なうこと。下請契約等の受注者が暴力団員等か

ら不当介入を受けた場合も同様とすること。 

 



　宍 粟 市 長 様

所 　在 　地

商号又は名称

代表者職氏名

フ リ ガ ナ

氏　　　　名

【注意事項】
1

 ※１０００万円以上の契約は、登記事項証明書（写し可）を添付してください。
2 　個人事業主の方も提出が必要です。代表者の方について記載してください。
3

4

　法人にあっては、商業登記簿謄本に搭載されている役員（代表者を含む。）の方全員について、記
載してください。

　１または２以外の団体等にあっては、代表者及び理事並びに団体の規約において重要な意思決定
を直接関与することとされている方について記載してください。
　この調書に記載されたすべての個人情報は、個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57
号）の規定に基づいて取り扱うものとし、宍粟市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱に
基づいて実施する暴力団排除のための措置以外の目的には使用しません。宍粟市がこれらの情報
をもとに警察等関係機関から取得した個人情報についても同様です。

男 ・ 女

男 ・ 女

男 ・ 女

男 ・ 女

男 ・ 女

男 ・ 女

男 ・ 女

男 ・ 女

役員等調書及び照会承諾書

令和　　年　　月　　日　

 次の役員等調書の記載事項については、事実と相違ないことを誓約するとともに、この調書に記載し
た者について、宍粟市長と宍粟警察署長が締結した暴力団関係情報の取扱いに関する合意書「１照
会、回答及び情報提供（１）」の定める項目に該当するか否かに関し、宍粟警察署長に照会することを
承諾します。

性　別 住　　所 生年月日
就　任
年月日

役 職 名



様式１

年 月 日

宍 粟 市 長    様

上記業務について、下記の事項を質問します。

注１ 質問がない場合は質問書の提出は不要です。
注２ 用紙はA4縦とします

住所又は
所在地

商号又は
名称

氏名又は
代表者氏名

仕 様 書 ペ ー ジ 図 面 番 号 -

質　　疑　　内　　容

質 疑 番 号 積 算 書 ペ ー ジ -

仕 様 書 ペ ー ジ 図 面 番 号 -

質　　疑　　内　　容

質 疑 番 号 積 算 書 ペ ー ジ -

質　問　書

令和

担 当 者 名

電 話 番 号

業務名 公共施設予約システム導入業務



様式２

年 月 日

宍 粟 市 長    様

1

2

3

4

5

連絡先

：

：

：

：

氏名又は
代表者氏名

商号又は
名称

住所又は
所在地

公募型プロポーザル参加申請書

令和

　下記業務に係る公募型プロポーザルに参加したいので参加申請するとともに、本プロポーザル参加に
際して、次の事項を誓約します。

業務名 公共施設予約システム導入業務

申請書及び関係書類に記載した事項に相違ないこと

事務所所在地など申請内容に変更が生じた場合、速やかに業務担当部署に報告すること

氏名

電話番号

E-mail

令和７年度本市入札参加資格者名簿において登録されていること（登録番号：　　　　　 ）

本プロポーザルに係る参加資格要件を満たしていること

契約締結後は、業務担当部署と十分に調整を図るとともに、誠意をもって必ずこれを履行するこ
と

部署名



様式３

年 月 日

宍 粟 市 長    様

提出書類

連絡先

：

：

：

：

部署名

氏名

電話番号

E-mail

4 見積書・積算明細書（A4版とし、様式は自由とする）

5

6

7

企画提案書

機能要件一覧（対応可否等を入力して提出すること）

宍粟市暴力団排除推進条例に係る誓約書及び役員調書

□

□

□ □

□

□

□

□

□

□

業務名 公共施設予約システム導入業務

業務体制表（様式４）

同種・類似業務実績調書（様式５）

業務工程表（様式６）

1

2

3

□

応募者
確認欄

資料名

□

市
チェック欄

□

□

住所又は
所在地

商号又は
名称

氏名又は
代表者氏名

　下記業務に係る公募型プロポーザル提出資料を送付します。

公募型プロポーザル資料送付書

令和



様式４

※技術者経歴書に詳細を記入すること

再委託先又は協力先、及びその理由（企業の技術的特徴等）

（注意事項）
1 配置予定の管理技術者及び担当技術者を記載する。
2

3

4

5

会社名

3

本業務に関する担当業務

原則、委託業務の再委託は禁止としますが、止むを得ない場合に限り一部の再委託を認めます。
主要な部分の再委託は認められません。再委託の申請は書面にて行う必要があります。

業務体制表

業務名 公共施設予約システム導入業務

1

（ふりがな）

業務内容
再委託先

又は協力先
所在地

予定技術者名
役職

管理
技術者名

担当
技術者名

2

理由

2
理由

1

担当技術者を複数配置する場合は、代表となる担当技術者を評価の対象とするため、代表担当技
術者が明確にわかるようにすること。ただし、業務を分担して実施する場合の担当技術者の評価点
については、各分担業務における代表となる担当技術者の平均とする。
分担業務の内容は、他の建設コンサルタント等に当該業務の一部を再委託する場合又は学識経験
者等の技術協力を受けて業務を実施する場合にのみ記載すること。ただし、業務の主たる部分を再
委託してはならない。
管理技術者は担当技術者と兼ねることができるが、この場合、予定技術者の経験及び能力の評価
時においては、管理技術者としての評価を行ない、担当技術者としての評価はしないものとする。

3
理由



様式５

同種・類似業務の完了実績
参加資格要件を満たす業務実績を３件以内記入すること

円

　　　　　年　　　月　　　日 ～ 　　　　年　　　月　　　日

円

　　　　　年　　　月　　　日 ～ 　　　　年　　　月　　　日

円

　　　　　年　　　月　　　日 ～ 　　　　年　　　月　　　日

（注意事項）
1

（添付資料）
1

2

3 　添付資料は、A4サイズとすること。

同種・類似業務実績調書

業務名 公共施設予約システム導入業務

会社名

1

発注機関

業務名

履行場所

契約金額 TECRIS登録番号

契約金額

履行期間

TECRIS登録番号

履行期間

3

発注機関

業務名

履行場所

契約金額

2

発注機関

業務名

履行場所

　参加資格要件における同種・類似業務実績は、令和２年４月１日から本業務公告日までに完了し
ている業務実績を記載すること。

　記載した同種・類似業務が参加資格要件に該当していることが確認できる資料（契約書の写しな
ど。）を添付すること。ただし、当該業務が、一般財団法人日本建設情報総合センターの実績情報
サービス（TECRIS）に登録されており、プロポーザル参加申請時に実績の内容が確認できる場合に
は、TECRIS登録番号を記載することで、資料の添付を省略することができる。

　ＩＳＯ等の認証取得や許可について、本業務に関連するものである場合、記入の上証明書類を添
付すること。

TECRIS登録番号

履行期間
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月



様式７

年 月 日

宍 粟 市 長    様

下記業務の企画提案について、辞退します。

記

辞退の理由

※辞退の理由は詳細にご記入ください。

辞　退　書

令和

住所又は
所在地

商号又は
名称

氏名又は
代表者氏名

事業名 公共施設予約システム導入業務


